
                                                        

議案第 ９３ 号  
 

平成２４年度流山市西平井・鰭ヶ崎土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）  
 
 平成２４年度流山市の西平井・鰭ヶ崎土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正）  
第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３２７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

ぞれ１，９１８，１０４千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､「第１

表 歳入歳出予算補正」による。  
（債務負担行為の補正）  

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。  
 
 

平成２４年１１月２７日提出  
 
                                  流山市長  井 崎 義 治  
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第１表   歳入歳出予算補正
歳　入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 3  繰 入 金       549,594           327△       549,267

 1  一 般 会 計 繰 入 金       549,594           327△       549,267

補正されなかった款項に係る額     1,368,837             0     1,368,837

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               1,918,431           327△     1,918,104
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歳　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  総 務 費        91,723           327△        91,396

 1  総 務 管 理 費        91,723           327△        91,396

補正されなかった款項に係る額     1,826,708             0     1,826,708

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               1,918,431           327△     1,918,104
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追　加

自  平成24年度

至  平成27年度

自  平成24年度

至  平成27年度
土地区画整理事業（鰭ケ崎・思井地区）支援業務委託事業 　　７７，０５４千円以内と消費税及び地方消費税の合計額

第２表　債務負担行為補正

事　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

土地区画整理事業（西平井・鰭ケ崎地区）支援業務委託事業 　２７７，３６６千円以内と消費税及び地方消費税の合計額
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 平成２４年度流山市西平井・鰭ヶ崎土地区画整理事業特別会計歳入歳出補正予算（第 2号）事項別明細書

 １　歳  入

 （単位　千円）

節
目

 補　正　額

 (補正前の額)

 (　　計　　) 区      分 金    額
説                  明

 （款） 3 繰入金  （項） 1 一般会計繰入金

 1  一般会計繰入金　         327△

 (    549,594)

 (    549,267)

 1  一般会計繰入金　　　         327△ 1 一般会計繰入金  ・ 一般会計繰入金更正減　　　　　　　　　　　　　　 〔　　　　　　　　　　〕 西平井・鰭ヶ崎地区区画整理事務所          327△

項  計

        327△

 (    549,594)

 (    549,267)

款  計

        327△

 (    549,594)

 (    549,267)

歳入合計

        327△

 (  1,918,431)

 (  1,918,104)
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 ２　歳  出

 （単位　千円）

節

目

 補   正   額   の   財   源   内   訳補 正 額

 (補正前の額)

 (　　計　　)

特      定      財      源 一 　 般

財 　 源
区  分 金   額

説          明

国県支出金 地  方  債  そ  の  他

 （款） 1 総務費  （項） 1 総務管理費

 1 一般管理         327△

 (     91,723)

 (     91,396)

       327△

 費　　　

 2  給料　　　      1,202△

 3 職員手当等      1,377

 4  共済費　　       502△

 1  職員人件費９人分　　　　　　　　                           327△                   327△

 (1)  一般職人件費９人分　　　　　　〔　　　　　　　　　　〕 人材育成課　　　　　                           327△                   327△

 給料更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (     1,202)△

 職員手当等追加　　　　　　　　　　　　　　　　  (     1,377)

 共済費更正減　　　　　　　　　　　　　　　　　  (       502)△

項  計

        327△

 (     91,723)

 (     91,396)

       327△

款  計

        327△

 (     91,723)

 (     91,396)

       327△

歳出合計

        327△

 (  1,918,431)

 (  1,918,104)

       327△
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職員数 共　済　費

(人） (千円）

9 21,334

9 21,836

△ 502

扶養手当 地域手当 通勤手当
時間外勤務

手当
夜間勤務

手当
期末・勤勉

手当
児童手当

管理職員
特別勤務

手当

単身赴任
手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後
1,266 3,345 1,181 1,300 14,985 430

補正前
1,128 3,384 803 624 15,317 600

比　較
138 △ 39 378 676 △ 332 △ 170564

1,812

　（１）総括

64,038

63,863

175

(千円）

38,723

39,925

1,248

996

834

△ 1,202

162

(千円） (千円）

(千円）

比　　　較

(千円）

補　正　後
25,315

23,938

1,377

補　正　前

一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費 合　　　計

備　　考

報酬(千円） 給料(千円） 職員手当等(千円） 計(千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書

85,372

85,699

△ 327

職員
手当
等の
内訳

区　　分

住居手当
特殊勤務

手当
休日勤務

手当
管理職
手当
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額(千円） 説　　　明 備　　　考

給　　料 △ 1,202 その他の増減分 △ 1,202 職員の配置替え等に伴うもの 　職員数の異動状況
　　　　（現に在職する　（その他）　　　（計）
　　　　　職員数）
　補正後　 　 　　９人　　　　　人 　　　　９人
　補正前 　　 　　９人　　　　　人 　　　　９人
　増　減      　　　人　　　　　人 　  　　　人

職員手当等 1,377 その他の増減分 1,377 職員の配置替え等に伴うもの

増減事由別内訳(千円）
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

一　般　行　政　職

３８４，５３５

４８２，８７７

５０．０８

３８７，８０３

４４９，７３０

５０．０４

　イ　初任給

国　　の　　制　　度

一　般　行　政　職　(円）

１４４，５００           １４０，１００

Ⅰ種　　　１８１，２００

Ⅱ種　　　１７２，２００

１４４，５００           １４０，１００

Ⅰ種　　　１８１，２００

Ⅱ種　　　１７２，２００

区　　　　　　　　分

補正後
(平成２４年１０月１日現在)

高　校　卒

区　　　　　　　　　　分

平 均 年 齢   (歳）

補正後
(平成２４年１０月１日現在)

平均給料月額　(円）

平均給与月額　(円）

平 均 年 齢   (歳）

補正前
(平成２４年１月１日現在)

高　校　卒

大　学　卒 １７８，８００

補正前
(平成２４年１月１日現在)

平均給料月額　(円）

平均給与月額　(円）

一　般　行　政　職（円）

１７８，８００大　学　卒
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　ウ　級別職員数

職 員 数 (人） 構 成 比 （％）

１　　級

２　　級

３　　級 1 12.5

４　　級 1 12.5

５　　級 3 37.5

６　　級 2 25.0

７　　級 1 12.5

８　　級

計 8 100.0

１　　級

２　　級

３　　級 1 11.1

４　　級 2 22.2

５　　級 4 44.5

６　　級 1 11.1

７　　級 1 11.1

８　　級

計 9 100.0

補正前
(平成２４年１月１日現在)

級区　　　　分
一   般   行   政   職

補正後
(平成２４年１０月１日現在)
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(級別の標準的な職務内容）

区　　　　分 １　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

係　長 次　長 所　長

　エ　昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

補正後

（Ｂ）／（Ａ）

（Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

８

４

６号給

一般行政職

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

（Ａ）

３

昇給に係る職員数

１号給

３号給

全　　　職　　　種

（Ｂ） ９

９

９

（Ａ）

１

２号給

４号給

８号給

補正前

昇給に係る職員数

比　　　　　　　率

職　　 員 　　数

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　　　率

２　　級

８８．９

３　　級

副主査

主任技師

職　　 員 　　数

４　　級

主　査

２号給

６号給

４号給

１００

４

（Ｂ）／（Ａ）

８号給

５
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　オ　期末手当・勤勉手当

補　　正　　後

補　　正　　前

国　の　制　度

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　　給　　率　　等

国の制度（支給率等）

職制上の段階、職務
の級等による加算措置

支　給　期　別　支　給　率
支給率計(月分） 備　　　考

３．９５

３．９５

３．９５

有

有

有

区　　　　　分

１．９

１２月(月分）

２．０５

２．０５

２．０５

６月(月分）

１．９

１．９

　　　　（月分）　　　　（月分）　　　（月分） 　　　（月分）

区　　　　　分 ２０年勤続者 ２５年勤続者 ３５年勤続者 最高限度

３０．５５

３０．５５

４１．３４

４１．３４

５９．２８

５９．２８

５９．２８

５９．２８

備　　　考

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

その他の加算措置等

- 12 -



　キ　地域手当

支　　給　　対　　象　　地　　域 ―

支　　　　　　　給　　　　　　率 （％） ８

支　　給　　対　　象　　職　　員 （人） ９

国　 の　 指　 定　 基　 準　 に
基　　づ　　く　　支　　給　　率

（％） ３

　ク　特殊勤務手当

全　　　　　　　　　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） ―

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 ２ ４ 年 １ ０ 月 １ 日 現 在 ）

（％） ―

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 ―

区　　　　　　　　　　　　　　分
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　ケ　その他の手当

区　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

扶養手当 同　　　　　じ

住居手当 異　　な　　る

国　　借家の場合
　　　　家賃１２，０００円以下　　　　　支給なし
　　　　家賃１２，０００円を超える場合　２７，０００円を限度に支給
本市　借家の場合
　　　　家賃１１，５００円以下　　　　　支給なし
　　　　家賃１１，５００円を超える場合　２７，５００円を限度に支給
　　　自宅の場合
　　　　世帯主　　　　７，０００円

通勤手当 異　　な　　る

国　　交通機関等を利用する場合
　　　　月額５５，０００円を限度として、６か月を超えない期間で低廉な定期券等の価格を半年ごと
        に支給
国　　自動車等を利用する場合
　　　　使用距離に応じて２，０００円～２４，５００円を支給
本市　交通機関等を利用する場合
　　　　６か月を超えない期間で低廉な定期券等の価格を半年ごとに支給
　　　自動車等を利用する場合
　　　　使用距離に応じて５，１００円～３２，８３０円を支給
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期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

自　平　成

24  年  度

至　平　成

27　年　度

自　平　成

24  年  度

至　平　成

27　年　度

291,235

土地区画整理事業（鰭
ケ崎・思井地区）支援
業務委託事業

　７７，０５４千円以
内と消費税及び地方消
費税の合計額

80,906 80,906

土地区画整理事業（西
平井・鰭ケ崎地区）支
援業務委託事業

２７７，３６６千円以
内と消費税及び地方消
費税の合計額

291,235

　　　        債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額及び当該年度以降の
              支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの 当該年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 　 出　  額 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源
一 般 財 源
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